（別添９）

食料システム構築計画のみなし措置に関する事項

１　対象品目とそのニーズに関する分析
	品目
	ニーズに関する分析

	
	


注：記入欄が足りない場合には、欄を繰り返し設けて記載すること。

２　食品等事業者と農業者等の連携者（承認規程第２に定める「連携者」をいう。以下同じ。）が協働で安定的な農産物の生産・供給に取り組むに当たっての現状と課題
（※食品等事業者及び連携者が実施している３つの機能について記載が必須）
	機能
	現状と課題

	（１）農産物の生産安定・効率化機能
	

	（２）農産物の供給調整機能
	

	（３）実需者ニーズ対応機能
	



３　実施する取組内容（※１つ以上の機能の具備・強化が必須）
	機能
	取組

	（１）農産物の生産安定・効率化機能
	

	（２）農産物の供給調整機能
	

	（３）実需者ニーズ対応機能
	



４　生産者・産地の生産活動の安定・効率化に資する効果
	



（添付資料）
食料システム構築計画に係る承認規程別紙様式第２号－１


別紙

食料システム構築計画のみなし措置に係る連携者に関する事項

１．連携者の概要
	①　氏名：
（法人その他の団体の場合はその名称及び代表者の氏名：　　　　　　　）
②　法人番号（法人の場合）：
③　住所
（申請者が法人その他の団体の場合には、主たる事務所の所在地：　　　　　）
④　連絡先：
　 ・電話番号：
　 ・E-mail：
　 ・担当者の氏名：

	⑤　実績
・設立年：
・事業内容：
・所有施設、所有機械：
・取扱品目、量：
・主な取引先：
等、活動実績について記載すること。


注１　連携者が複数名の場合は、適宜行を追加すること。
２　連携者との合意が確認できるもの（総会の議事録等）を添付すること。
３　定款（規約）、直近２ヶ年の経営状況（経営収支）がわかる資料を添付すること。

